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学 位 論文 題名

北海道の住宅における暖房・給湯システムの

    う  評価に関する研究

学位論文内容の要旨

  社団法人北海道消費者協会・石油連盟の北海道消費者協会会員を対象とした調査によると、戸建

住宅では、暖房及び風呂加熱用に約9割の世帯が、また、給湯用に8割強の世帯が灯油を使用して

いる。集合住宅においても、暖房用に8割弱の世帯が、風呂加熱用に3割の世帯が、また、給湯用

に2割強の世帯が灯油を使用している。

  こ のよう に灯油は 、北海 道の住宅 におい て、生活に欠かせ顔いエネルギー源である。

  近年の原油価格の高騰による灯油価格の上昇は、北海道民の生活に大きを経済的影響を与えて

いる。

  また、寒冷教北海道では暖房用に多くのエネルギーを必要とし、地球温暖化防止の観点から、北

海道の家庭における暖房用エネルギーの削減は、北海道民に課せられた喫緊の課題である。

  このよう顔状況にあって、道民は省エネルギーへの取り組みを強めているが、北海道の家庭の多

くで採用されている石油暖房システムや給湯システムについての運転実態はほとんど把握されてお

らず、北海道独自の省エネルギー方策についての定量的顔情報はほとんどをい状況にある。

  本研究は、高断熱・高気密住宅の普及が著しい北海道における、独自の生活システムといっても

過言では教い石油暖房・給湯システムの運転実態を把握し、効率評価を行うことによって、省エネ

ルギーに関するデータを整備し、北海道民の暮らしの安定と、温暖化防止のための環境負荷削減に

資することを目的としたものである。

  本論文は、5章より構成されており、第1章では、本研究の背景と目的を述ベ、既往の研究と本

研究の位置付け、本論文の構成を示した。

  第2章では、札幌市及ぴ近郊に建つ、石油セントラル暖房システムを採用した構法の異教る5件

の高断熱・高気密住宅を選定し、気密性能試験、住宅内温湿度測定、並ぴに、セントラル暖房シス

テムの詳細誼実測調査を行った。相当隙間面積は、気密性の確保が容易教ツーバイフオー工法住宅

が0.33CrT12/m2と最も小さく、在来木造が1.l～l.7ur12/rr12で次世代基準を満足していたが、気密

性の確保が難しい鉄骨造では3.2CJT22/lTI.2と大きく、さらに様々叔工夫により気密性を向上させる必

要があること。平均内外温度差と暖房熱量から算定した熱損失係数は0.94～1.59 W/(m2.めであ

り、暖房用エネルギー消費削減のためには、さら教る高断熱・高気密化に加え、地域特性（日照時

間）や日射受熱量に対する建物の方位に対する配慮等をより一層高め教けれぱ教ら教いこと。全室

で高い室温設定を行っているために灯油消費が削減され次い状況が多々見受けられ、熱的性能の高

い住宅においても、暖房用エネルギー削減のためには、室温管理の徹底が重要であること。ほとん

どの実測住戸において、過大抵熱源容量による頻繁誼発停が観察されており、これは、機器寿命の

短縮、電力消費と電気料金の増大、ポイラ総合効率の低下に結びっくことから、適正熱源容量の選

定、低出力機器の開発や低電カでガス化が可能誼機器等の開発が必要であること教どが分かった。
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  第3章では、暖房システムの石油暖房ポイラに的を絞り、市場の大部分を占める3機種（気化式、

回転霧化式、圧力噴霧式）について、それぞれ2台、計6台を選定し、実験室実験による詳細を性

能評価を行うとともに、一次エネルギー消費量算出に必要を性能評価方法を提案した。熱媒体（水

と不凍液）の違い、送水温度（基本的に40℃、60℃、80℃で実験。6台中2台は50℃、60℃、75

℃。）の違い、周囲温度の違いによるポイラ効率の違いはみられをかった。ポイラ効率を燃焼方式

別にみると、気化式が80～60c70、回転霧化式が82～60%、圧力噴霧式が85～70%であった。ボイ

ラ効率のさら教る向上のためには、灯油ガス化用電気ヒーターの稼働を必要とし按い比例制御域

（連続燃焼域）を広くする必要があることが分かった。また、石油ポイラは負荷率の小さ教ところで

も効率の低下が少額いことが特徴であるが、改正省エネ法の「住宅事業建築主の判断の基準」では、

負荷率の小さをところでの効率低下が大きく顔る分数式近似が適用されており、実態と異教ってい

る。そこで、ここでは、性能評価式として、実験結果から得られた追随性の良い2次式近似とする

ことを提案した。

  第4章では、北海道の家庭における石油給湯の省エネルギー方策を検討するために、北海道で

普及している従来型石油給湯機及び今後普及が期待される省エネルギー性の高い潜熱回収型石油

給湯機の詳細顔モニター調査を実施した。調査対象機器は、従来型追焚付石油給湯機、従来型給湯

専用石油給湯機、潜熱回収型追焚付石油給湯機、同じく潜熱回収型給湯専用石油給湯機の4機種

を選定した。従来型追焚付石油給湯機の給湯使用時のみの給湯機効率は60～70%程度で、省エネ

ルギー機器として販売されている潜熱回収型給湯機は70～85%の効率とをっており、従来型機器

より10%以上の効率向上がみられた。給湯専用機においても、潜熱回収型の方が従来型より効率

が12%高く社っていた。給湯の省エネルギーを図るためには、一層の給湯量の肖fJ滅は当然として、

このよう教効率の高い給湯機を採用することも重要であることが分かった。日給湯行為数に対する

30秒未満の給湯行為数は、全体の6割程度を占めるが、30秒未満の給湯量は日給湯量の4～7%

と少教く、日平均給湯機効率の低下に及ばす影響は0.5%程度と小さい結果と教った。しかし、30

秒未満の給湯行為による灯油消費量は、Sqo程度を占めており、このよう教短時間給湯を削減する

ことが給湯の省エネルギーに重要であることが分かった。また、日平均出湯温度を低下させた場合

は、従来型と潜熱回収型は同じ省エネルギー効果であるが、日平均給湯量を削減した場合は、潜熱

回 収 型 の 方 が 従 来 型 よ り 大 き 歡 省 エ ネ ル ギ ー 効 果 と 顔 る こ と が 分 か っ た 。

  ここでは、さらに今後の普及が予想される、札幌市と旭川市に設置された2台の寒冷地仕様C02

冷媒ヒートポンプ給湯機の運転実態調査を行った。極寒の旭川市においても、問題教く利用できる

ことが確認され、冬期の期間平均成績係数は、ヒートポンプ単体で1.3～1.6、総合で0.7～1.0とい

う結果を得た。成績係数が低いのは、対象とした機器がまだ出始めの頃のものであったためである

が、総合効率を向上させるためには、機器の効率向上と同時に、貯湯槽の暖房空間への設置や断熱

性の強化による熱損失の防止が重要であることが分かった。

  第5章は総括であり、本研究で得られた検討結果及び知見を取りまとめた。さらに、今後の研究

によって解決すべき課題を整理し、展望を述べた。
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学 位 論 文題 名

北海道の住宅における暖房・給湯システムの

    効評価に関する研究

  社団法人北海道消費者協会・石油連盟の北海道消費者協会会員を対象とした調査によると、戸建

住宅では、暖房及び風呂加熱用に約9割の世帯が、給湯用に8割強の世帯が灯油を使用している。

集合住宅においても、暖房用に8割弱の世帯が灯油を使用している。

  このように灯油は、北海道の住宅において、生活に欠かせ教い重要橡エネルギー源であるが、北

海道の家庭の多くで採用されている石油暖房システムや給湯システムの運転実態はほとんど把握さ

れておらず、北海道独自の省エネルギー方策についての定量的顔情報はほとんど教い状況にある。

  本研究は、北海道独自の生活システムといっても過言では橡い石油暖房・給湯システムの運転実

態を把握し、効率評価を行うことによって、省エネルギーに関するデータを整備し、北海道民の暮

らしの安定と、温暖化防止のための環境負荷削減に資することを目的としたものである。

  本論文は、5章より構成されており、第1章では、本研究の背景と目的を述ベ、既往の研究と本

研究の位置付け、本論文の構成を示した。

  第2章では、札幌圏に建つ、石油セントラル暖房システムを採用した構法の異教る5件の高断

熱・高気密住宅を選定し、気密性能試験、住宅内温湿度測定、並ぴに、セントラル暖房システムの

詳細顔実測調査を行った。その結果、相当隙間面積は、気密性の確保が容易橡ツーバイフオー工

法住宅が最も小さかった。しかし、気密性の確保が難しい鉄骨造は3.2 CITI.2/tTl.2と大きく、さらに

様々改工夫により気密性を向上させる必要があることが分かった。また、暖房用エネルギー消費削

減のためには、室温管理の徹底とともに、さら教る高断熱・高気密化に加え、地域特性（日照時間）

や日射受熱量に対する建物の方位に対する配慮等をより一層高め款けれぱ教ら詮いことが分かっ

た。さらに、過大顔熱源容量による頻繁教暖房ポイラの発停が観察されており、適正熱源容量の選

定、低出力機器の開発や低電カでガス化が可能を機器等の開発が必要であること教どが分かった。
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  第3章は、第2章の暖房システムの運転実態を受け、さらに詳細教石油暖房ボイラの特性を把握

するために、市場の大部分を占める3機種（気化式、回転霧化式、圧力噴霧式）について、それぞれ

2台、計6台を選定し、実験室実験による詳細顔性能評価試験を行った。その結果、ポイラ効率の

さら教る向上のためには、灯油ガス化用電気ヒーターの稼働を必要としをい比例制御域漣続燃焼

域）を広くする必要があることが分かった。また、石油ボイラの性能評価式として、実験結果から

得られた追随性の良い2次式近似とすることを提案した。

  第4章では、北海道の家庭における石油給湯の省エネルギー方策を検討するために、北海道で普

及している従来型石油給湯機及び今後普及が期待される省エネルギー性の高い潜熱回収型石油給

湯機の詳細叔モニター調査を実施した。その結果、従来型追焚付石油給湯機の給湯使用時のみの給

湯機効率は60～70ワ。程度で、潜熟回収型給湯機は70～85%の効率と教っており、従来型機器よ

り10%以上の効率向上がみられた。給湯専用機においても、潜熱回収型の方が従来型より効率が

12%高く教っていた。給湯の省エネルギーを図るためには、給湯量の削減とともに、このよう教効

率の高い給湯機を採用することも重要であることが分かった。また、日給湯行為数に対する30秒

未満の給湯行為数は、全体の6割程度を占めるが、30秒未満の給湯量は日給湯量の4～7c70と少教

く、日平均給湯機効率の低下に及ばす影響は0.5%程度と小さい結果と教った。しかし、30秒未満

の給湯行為による灯油消費量は、5010程度を占めており、このよう改短時間給湯を削減することが

給湯の省エネルギーに重要であることが分かった。

  ここでは、さらに今後の普及が予想される、札幌市と旭川市に設置された2台の寒冷地仕様C〇2

冷媒ヒートポンプ給湯機の運転実態調査を行った。その結果、極寒の旭川市においても、問題次く

利用できることが確認され、冬期の期間平均成績係数は、ヒートポンプ単体で 1.3～1.6、総合で

0.7～1.0という結果を得た。成績係数が低いのは、対象とした機器がまだ出始めの頃のものであっ

たためであるが、総合効率を向上させるためには、機器の効率向上と同時に、貯湯槽の暖房空間へ

の 設 置 や 断 熱 性 の 強 化 に よ る 熱 損 失 の 防 止 が 重 要 で あ る こ と が 分 か っ た 。

  第5章は総括であり、本研究で得られた検討結果及び知見を取りまとめた。さらに、今後の研究

によって解決すべき課題を整理し、展望を述べた。

  これを要するに、本論文は、北海道の住宅で採用率の高い石油暖房・給湯システムの運用実績の

調査結果からその特性と課題を科学的に解明し、今後の省エネルギーの方向性を明らかにしたもの

で あ り 、 建 築 環 境 学 お よ び 建 築 設 備 学 の 発 展 に 大 き く 寄 与 す る も の で あ る 。

  よって 著者は、北海道大学博士（工学）の学位を授与される資 格あるものと認める。
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